
資料－１

・検討委員会資料・検討委員会資料

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism



目次

1．これまでの取組経緯 ・・・・・・・*2報告

2．事故危険区間のフォローアップの試行評価結果について ・・・・・・・*7報告

3．事故危険区間のフォローアップ手法改善について ・・・・・・・13審議

4．新たな事故危険箇所（案）の登録について ・・・・・・・19報告

5．生活道路の対策エリア登録について ・・・・・・・24

6 今後の予定 35

報告

報告 6．今後の予定 ・・・・・・・35報告



2

第8回北海道交通事故対策検討委員会
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism



1．交通事故の推移

北海道における交通事故は、昭和40年代中頃まで急激に増加した後、交通安全対策を強化した結果、急激に減少し、
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北海道における交通事故は、昭和40年代中頃まで急激に増加した後、交通安全対策を強化した結果、急激に減少し、
その後再び増加するも、近年は再び減少に転じているが、平成２７年の交通事故死者数は177人と、3年ぶりに増加

全国的な傾向として、致死率の高い高齢者人口の増加が近年の交通事故死者数を押し上げる要因となっている
交通事故死者のうち高齢者が占める割合は、年々増加しており、今後、高齢者人口増加により交通事故総数が増加し

ていくことも懸念される
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北海道ピ ク（H12） 30 806件

H27現在 全国 536,789件
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H27現在 全国 4,117人
全国ピーク（S45） 16,765人

北海道ピーク（H12） 30,806件
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H27現在 北海道 177人

全国ピーク（H16）952,709件

H27現在 北海道 11,123件
北海道ピーク（S46） 889人

【死傷事故件数の推移（昭和24年～平成27年）】 【死者数の推移（昭和24年～平成27年）】
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出典：公益社団法人 北海道交通安全推進委員会（H27は警察庁資料より）

【都道府県別の交通事故死者数の推移】
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2．事故ゼロプランの概要

これまでの全国一律の取組に対し 平成22年度より 地域固有の課題や地域の声を反映した事故ゼロプランの取組を

1．これまでの取組経緯
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これまでの全国一律の取組に対し、平成22年度より、地域固有の課題や地域の声を反映した事故ゼロプランの取組を
推進

局所的な事業に対してデータ等に基づく「成果を上げるマネジメント」の取組を導入
交通安全に関して、北海道の国道・道道等における「事故危険区間リスト」の作成にあたり、「北海道交通事故対策検討

委員会」から意見をいただいて実施

局所的な事業（交通安全・防災等）

○事故の危険性が高い特定の区間を

北海道開発局

意見
北海道

交通事故

局所的な課題の把握
（データ、地域の声等）

意

成果を上げるマネジメント

地第

○事故の危険性が高い特定の区間を
明確化（事故データ、地域の声等）

※事故危険区間リスト マ
ネ
ジ
メ

意見 交通事故
対策検討
委員会

意見課題の原因分析・対策立案
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意
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方
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第
三
者
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○事故危険区間のうち、早期対策可能
区間から事業化

情報発信

課題の原因分析 対策立案

＜緊急性＞

・データ（事故、災害等） ・地域の声

＜妥当性＞

体会

○事故発生要因の分析、要因に即した
効果の高い対策を立案

ル
で
改
善 市

民・他事業の実施状況

・対策のフィージビリティ（用地等）

対策案の決定
対策の実施

民

新規着手
対策完了後の効果を評価



3．北海道交通事故対策検討委員会のこれまでの経緯

北海道交通事故対策検討委員会は 平成22年11月に第1回委員会が開催され これまでに計7回開催

1．これまでの取組経緯
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北海道交通事故対策検討委員会は、平成22年11月に第1回委員会が開催され、これまでに計7回開催
委員会では事故危険区間を選定・公表しており、これまで公表された事故危険区間数は計915区間

あらましあらまし 取組の流れ（事故危険区間に係るもの）取組の流れ（事故危険区間に係るもの）

● れま 全国 律 取組 対し 平●これまでの全国一律の取組に対し、平
成22年度より、地域固有の課題や地域
の声を反映した事故ゼロプランの取組を
推進

事故ゼロプランの方針確認

平
成

22

「事故データ」及び「地域の声」に基づき事故危険区間
を選定することを確認

事故危険区間472区間を選定 公表
472区間

●局所的な事業に対してデータ等に基づ
く「成果を上げるマネジメント」の取組を
導入

安全 海道 道 道

年
度

事故危険区間472区間を選定・公表
区間

◆事故多発 国道179区間

◆死亡事故多発 国道 99区間

◆市町村アンケート
・パブリックコメント 国道194区間 計472区間

●交通安全に関して、北海道の国道・道
道等における「事故危険区間リスト」の
作成にあたり、「北海道交通事故対策検
討委員会」から意見をいただいて実施 平

成 新たに事故危険区間443区間を選定・公表

事故危険区間116区間の提案【Ｈ24】

915区間

対策立案

443区間

●平成22年度及び平成25年度に「事故デ
ータ」及び「地域の声」より事故危険区間
915区間を選定・公表

成

～

年
度

25

◆事故多発
◆死亡事故多発
◆車線逸脱事故多発
◆事故危険箇所
◆通学路緊急合同
点検結果

24

案
対策実施国道19区間

国道13区間

国道23区間

国道31区間 道道20区間 市道8区間

国道61区間 道道66区間 市道4区間

●選定された事故危険区間に対し、ＰＤＣ
Ａサイクルに基づいたフォローアップに
係わる具体的な評価方法を検討

●試行評価を行い 評価結果の整理及び

点検結果
◆H25.3交通安全に
関するアンケート

平
成

効果評価
追加対策

検討

国道198区間

計443区間

●試行評価を行い、評価結果の整理及び
課題を抽出 フォローアップに係わる評価方法を検討

◆事故危険区間のフォローアップ方法を検討（H26）
◆事故危険区間のフォローアップの試行評価（今回）

成

年
度
～

26



4．事故危険区間の対策実施状況
1．これまでの取組経緯

6

事故危険区間の対策実施状況は 平成27年度末時点で全915区間のうち 事業実施済は470区間（51％） 事業中は事故危険区間の対策実施状況は、平成27年度末時点で全915区間のうち、事業実施済は470区間（51％）、事業中は
136区間（15％）、対策検討中は309区間（34％）となっている。

対策実施状況 対策実施状況図

■平成27年度末時点の対策実施状況

N=915（区間）
単路 交差点

事業実施済

事業中

対策検討中

凡 例

対策検討中

出典：開発局資料
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1．第7回委員会までのおさらいと委員会意見を踏まえた対応について
2．事故危険区間のフォローアップの試行評価結果について

8

第7回委員会審議では フォロ アップ全体の流れ 対策実施後の評価手法について審議第7回委員会審議では、フォローアップ全体の流れ、対策実施後の評価手法について審議
第8回委員会では、主な意見を踏まえ対策実施後の評価手法について再検討を実施し、試行評価を実施

前回委員会での審議事項 前回委員会での主な意見 対対

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ全体の流れﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ全体の流れ

審議１審議１
 中間評価や最終評価等の設定における考

え⽅について了承
 中間評価や最終評価等の設定における考

え⽅について了承事事

対
策
実
施
後

対
策
実
施
後

事業終了後年数（０年目） １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

・事故多発
・死亡事故多発
・車線逸脱事故多発
・事故危険箇所

事

業

終

最終評価
最終評価では事業終了後４年間の死傷事故デ
ータによる事故詳細分析

↓
評価結果は３区分

最終評価

中間評価
中間評価では事業終了後２年間
の死傷事故データによる事故詳
細分析

↓
状況の改善がみられていない区
間では追加対策検討、該当しな
い場合は経過観察

中間評価

経過観察

追加対策検討

「 事故データ 」 に
基づく 選定区間

「 地域の声」 に

経過観察 追加対策検討除外区間

対策実施後
評価手法

対策実施後
評価手法

 事故対策としてはターゲット事故を対象 事故対策としてはターゲット事故を対象

事
故
危
険
区

事
故
危
険
区

後
の
評
価
手

後
の
評
価
手

了

・市町村アンケート、
パブリックコメント

・通学路緊急合同点検結果
・H25.3交通安全に
関するアンケート

最終評価

中間評価では市町村の声評価と
事業終了後２年間の死傷事故デ
ータによる事故状況分析

↓
状況の改善がみられていない区
間では追加対策検討、該当しな
い場合は経過観察

最終評価では市町村の声評価と事業終了後４
年間の死傷事故データによる事故状況分析

↓
評価結果は３区分

中間評価

追加対策検討

経過観察

地域の声」 に
基づく 選定区間

経過観察 追加対策検討除外区間

の評価手法の評価手法
 事故対策としてはタ ゲット事故を対象

として⾏っているため、ターゲット事故
を減らすための評価が重要な要素となる

 現在のフローについて 並列にして総合

 事故対策としてはタ ゲット事故を対象
として⾏っているため、ターゲット事故
を減らすための評価が重要な要素となる

 現在のフローについて 並列にして総合

区
間
の
フ

区
間
の
フ

手
法
を
再
検

手
法
を
再
検

事故詳細分析

重大事故減少

Yes

No

N

事故3割以上減少

「 事故データ 」 に基づく 選定区間

ﾞ

No

事故０ 件

Yes

No

Yes

審議２審議２

 現在のフローについて、並列にして総合
的に判断する形で⾒せた⽅が良い

 事業の緊急性については、⾔葉の説明を
⼊れるのが良い

 現在のフローについて、並列にして総合
的に判断する形で⾒せた⽅が良い

 事業の緊急性については、⾔葉の説明を
⼊れるのが良い

フ
ォ
ロ
ー
ア

フ
ォ
ロ
ー
ア

検
討
し
、
試

検
討
し
、
試

Yes

Yes No

Yes

No

重大事故減少

No
Yes

No
事故3割以上減少

Yes

No
事故0件

Yes

No

事故詳細分析

ﾀ ｹー゙ ｯﾄ事故件数
減少

経過観察 追加対策検討

その他事故件数
減少

事業の緊急性

⼊れるのが良い
 地域の声に基づく選定区間は、住⺠がヒ

ヤリハットを感じている区間であるため、
事故件数 最終判断は難し

⼊れるのが良い
 地域の声に基づく選定区間は、住⺠がヒ

ヤリハットを感じている区間であるため、
事故件数 最終判断は難し

ア
ッ
プ
手
法

ア
ッ
プ
手
法

試
行
評
価
を

試
行
評
価
を

Yes

No

Yes

No

ﾀ ｹー゙ ｯﾄ事故減少

その他事故減少

追加対策検討経過観察除外区間

事業の緊急性

事故件数での最終判断は難しい事故件数での最終判断は難しい法法 を
実
施

を
実
施



2．フォローアップ全体の流れ 9

事故危険区間のフォロ アップ全体の流れは 以下の通り

2．事故危険区間のフォローアップの試行評価結果について

事故危険区間のフォローアップ全体の流れは、以下の通り

▼事故危険区間のフ▼事故危険区間のフォローアッォローアップ全体の流れ（前回委員会時）プ全体の流れ（前回委員会時）

事 終 後 数 3年目 5年目事業終了後年数（0年目） 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

最終評価
最終評価では事業終了後4年間の死傷事故デ

中間評価

中間評価では事業終了後2年間 経過観察

「事故データ」に
基づく選定区間
「事故データ」に
基づく選定区間

経過観察

・事故多発
・死亡事故多発
・車線逸脱事故多発
・事故危険箇所

最終評価では事業終了後4年間の死傷事故デ
ータによる事故詳細分析

↓
評価結果は3区分

中間評価では事業終了後2年間
の死傷事故データによる事故詳
細分析

↓
状況の改善がみられていない区

経過観察経過観察

事故危険箇所

事

業

間では追加対策検討、該当しな
い場合は経過観察

追加対策検討 経過観察 追加対策検討除外区間

終

了

・市町村アンケート、

最終評価

中間評価では市町村の声評価と
事業終了後2年間の死傷事故デ

最終評価では市町村の声評価と事業終了後4
年間の死傷事故データによる事故状況分析

中間評価
経過観察

「地域の声」に
基づく選定区間
「地域の声」に
基づく選定区間

経過観察

パブリックコメント
・通学路緊急合同点検結果
・H25.3交通安全に
関するアンケート

事業終了後 年間 死傷事故デ
ータによる事故状況分析

↓
状況の改善がみられていない区
間では追加対策検討、該当しな
い場合は経過観察

↓
評価結果は3区分

い場合は経過観察

追加対策検討 経過観察 追加対策検討除外区間



3．対策実施後の評価手法（事故データに基づく選定区間） 10

事故デ タに基づく選定区間の対策実施後の評価手法（案）は 以下の通り

2．事故危険区間のフォローアップの試行評価結果について

事故データに基づく選定区間の対策実施後の評価手法（案）は、以下の通り
第7回委員会時においていただいた意見を基に修正を実施 《 ：意見 ：修正箇所》

▼対策実施後の評価⼿法（案）（委員会意⾒を踏まえ修正）▼▼対策実施後の評価⼿法（案）（第7回委員会時）▼

「 事 デ 基づ 定

事故詳細分析

重⼤事故減少 No

「 事故データ 」 に基づく 選定区間

事故０件 No

事故詳細分析

「 事故データ 」 に基づく 選定区間

事故０件 No

 ターゲット事故を減らすため
の評価が重要な要素となる

 中間評価ではターゲッ
ト事故件数による評価

Yes

Yes

Yes No

事故3割以上減少

ﾀｰｹﾞｯﾄ事故件数
減少

NoYes

Yes

※

No

Yes

Yes

事業の緊急性No

Yes

中

間

評

価

ﾀｰｹﾞｯﾄ事故
件数減少中

間

評

価

 事業の緊急性
については、⾔
葉の説明を⼊れ
るのが良い

 ⾔葉の説明追加

Yes

No

経過観察 追加対策検討

その他事故件数
減少

事業の緊急性 経過観察 追加対策検討

Yes価価

重⼤事故減少

No事故3割以上減少
Yes

No事故0件
Yes

No

事故詳細分析

No

事故0件
Yes

No

事故詳細分析

事故最 重⼤事故最

 並列にして総合的に判断す
る形で⾒せた⽅が良い

 ⾔葉の説明追加

 ターゲット事故、重⼤
事故を並列にして総合
的に判断

Yes

No
Yes

Y

No

事故3割以上減少

ﾀｰｹﾞｯﾄ事故減少

その他事故減少 ※

Yes

Yes

No

Noﾀｰｹﾞｯﾄ事故
件数減少

事故3割以上減少
事業の緊急性No

最

終

評

価

重⼤事故
件数減少and

最

終

評

価

 事業の緊急性
については、⾔
葉の説明を⼊れ
るのが良い

Yes

追加対策検討経過観察除外区間

事業の緊急性

※重大事故や大幅な周辺状況の変化等があった場合

Yes

Yes

追加対策検討経過観察除外区間

事業の緊急性



3．対策実施後の評価手法（地域の声に基づく選定区間） 11

事故危険区間のフォロ アップに係る 地域の声に基づく選定区間の全体スキ ム（案）は 以下の通り

2．事故危険区間のフォローアップの試行評価結果について

事故危険区間のフォローアップに係る、地域の声に基づく選定区間の全体スキーム（案）は、以下の通り
第7回委員会時においていただいた意見を基に、修正を実施 《 ：意見 ：修正箇所》

▼全体スキーム（案）（委員会意⾒を踏まえ修正）▼▼全体スキーム（案）（第7回委員会時）▼

市町村の声評価

N

「 地域の声」 に基づく 選定区間

事故状況分析

N

「 地域の声」 に基づく 選定区間

ﾀ ｹﾞ ﾄ事故N対策効果あり
Yes

No

No事故0件

事故状況分析

Yes

No

No

市町村の声評価

ﾀｰｹﾞｯﾄ事故
件数減少

対策効果あり

事故０件
Yes

No

中

間

評

価

中

間

評

価  市町村の声評価によ
※

Yes

No事故0件
⼜は減少

経過観察 追加対策検討

事業の緊急性

No

経過観察 追加対策検討

事業の緊急性
対策効果あり

Yes

No

事故状況分析

価

Yes

価  市町村の声評価によ
る判断に変更

Yes

No

市町村の声評価

対策効果あり NoYes

No事故0件

事故状況分析

ﾀｰｹﾞｯﾄ事故
件数減少

重⼤事故
件数減少最 and最

 住⺠がヒヤリハットを感じ
ている区間であるため、
事故件数での最終判断
は難しい

※

No事故0件 事故減少等
Yes

No

事故状況分析

Yes 事業の緊急性 No

市町村の声評価

件数減少 件数減少
Yes

対策効果あり 事業の緊急性
No

終

評

価

and最

終

評

価

 市町村の声
評価による判
断に変更

※重大事故や大幅な周辺状況の変化等があった場合

追加対策検討経過観察除外区間

事業の緊急性
Yes

No

Yes

追加対策検討経過観察除外区間

対策効果あり 事業の緊急性



4．試行評価結果の報告及び課題 12

事故デ タに基づく選定区間（63区間）及び 地域の声に基づく選定区間（66区間）について 試行評価を行った結果は

2．事故危険区間のフォローアップの試行評価結果について

事故データに基づく選定区間（63区間）及び、地域の声に基づく選定区間（66区間）について、試行評価を行った結果は、
以下の通り
・中間評価：経過観察105区間
・最終評価：除外区間9区間、経過観察13区間、追加対策検討2区間

最終評価結果では、経過観察と追加対策検討で全体の約6割を占める

▼試⾏評価結果（中間）▼▼試⾏評価結果（中間）▼ ▼試⾏評価結果（最終）▼▼試⾏評価結果（最終）▼
（ 件）

▼最終評価実施区間の対策前後▼▼最終評価実施区間の対策前後▼
の事故発⽣件数の事故発⽣件数

除外区間 経過観察 追加対策検討凡例経過観察 追加対策検討凡例

336

300

400
（ 件）

137件減少
（約41%削減！）

6区間(35% ) 9区間(53% ) 2区間(12% )
事故データに

基づく 選定区間
46区間(100% ) 0区間(0% )

事故データに

基づく 選定区間

199

100

200

3区間(43% ) 4区間(57% ) 0区間(0% )
地域の声に

基づく 選定区間
59区間(100% ) 0区間(0% )

地域の声に

基づく 選定区間

0

100

対策前 対策後

経過観察と追加対策検討
で全体の約6割を占める

0% 20% 40% 60% 80% 100%0% 20% 40% 60% 80% 100%

資料：交通事故データ（ITARDA）
※最終評価箇所（n=24区間）
※対策前4年間、対策後4年間の合計件数

除外区間とならない限りは、対策実施後も事故危険区間リストに
残るため、対策実施の有無を適切に明示できない。
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第8回北海道交通事故対策検討委員会

審議

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism



1．フォローアップ全体の考え方の改善について（その1） 14

事故危険区間リストの管理を2つに分割することで 未対策箇所と対策実施箇所（事後評価）の差別化を図る

3．事故危険区間のフォローアップ手法改善について

事故危険区間リストの管理を2つに分割することで、未対策箇所と対策実施箇所（事後評価）の差別化を図る

▼改善後のフォローアップ全体の考え⽅（案）▼▼改善後のフォローアップ全体の考え⽅（案）▼▼改善前のフォローアップ全体の考え⽅▼▼改善前のフォローアップ全体の考え⽅▼

区間選定 対策⽴案

対策立案
（PLAN）

区間選定事
故
危
険
区
間

対策立案
（PLAN）

区間選定
事
故
危
険
区

区間選定〜対策⽴案
（P）〜対策実施
（D）までを、事故危
険区間リストで管理

（PLAN）

対策実施
（DO）

間
リ
ス
ト

（PLAN）

対策実施
（DO）

区
間
リ
ス
ト

効果評価
（CHECK）

事故データに基づく
選定区間

地域の声に基づく
選定区間

効果評価
（CHECK）

事故データに基づく
選定区間

地域の声に基づく
選定区間

事
後
評
価
リ

評価
時期

・中間（3年）
・最終（5年）

評価
⽅法

・事故0件
・ﾀｰｹﾞｯﾄ事故減少
・重⼤事故減少
・事故3割減少

評価
時期

・最終（1年）

評価
⽅法

・市町村の声

評価
時期

・中間（3年）
・最終（5年）

評価
⽅法

・事故0件
・ﾀｰｹﾞｯﾄ事故減少
・重⼤事故減少
・事故3割減少

評価
時期

・中間（3年）
・最終（5年）

評価
⽅法

・事故0件
・ﾀｰｹﾞｯﾄ事故減少
・重⼤事故減少
・市町村の声

リ
ス
ト

経過観察

除外区間
追加対策検討
（ACTION）

除外区間
追加対策検討
（ACTION）毎年再評価を実施毎年再評価を実施

対策完了後の、効果評価
（C）〜除外区間及び、
追加対策検討（Ａ）まで
事後評価リストで管理



2．事故データに基づく事業実施後の最終評価の改善について（その2） 15

事業実施後の最終評価は 経過観察を止め 除外区間及び追加対策検討の2区分に変更

3．事故危険区間のフォローアップ手法改善について

事業実施後の最終評価は、経過観察を止め、除外区間及び追加対策検討の2区分に変更

▼改善前のフォローアップの流れ▼改善前のフォローアップの流れ

事業終了後年数（0年目） 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

・事故多発

事

業

最終評価
最終評価では事業終了後4年間の死傷事故デ
ータによる事故詳細分析

↓

中間評価

中間評価では事業終了後2年間
の死傷事故データによる事故詳

経過観察

「事故データ」に
基づく選定区間
「事故データ」に
基づく選定区間

経過観察

事 多発
・死亡事故多発
・車線逸脱事故多発
・事故危険箇所

業

終

了

↓
評価結果は3区分

細分析
↓

状況の改善がみられていない区
間では追加対策検討、該当しな
い場合は経過観察

▼改善後のフォローアップの流れ（案）▼改善後のフォローアップの流れ（案）

い場合は経過観察

追加対策検討 経過観察 追加対策検討除外区間

事業終 後年数 年 年 年 3年目 年 5年目事業終了後年数（0年目） 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

事
最終評価

最終評価では事業終了後4年間の死傷事故デ

中間評価

中間評価では事業終了後2年間 経過観察

「事故データ」に
基づく選定区間
「事故データ」に
基づく選定区間

経過観察

・事故多発
・死亡事故多発
・車線逸脱事故多発
・事故危険箇所

業

終

最終評価では事業終了後4年間の死傷事故デ
ータによる事故詳細分析

↓
評価結果は2区分

中間評価では事業終了後2年間
の死傷事故データによる事故詳
細分析

↓
状況の改善がみられていない区

経過観察経過観察

事故危険箇所
了 間では追加対策検討、該当しな

い場合は経過観察

追加対策検討 追加対策検討除外区間



2．事故データに基づく事業実施後の最終評価の改善について（その2） 16

事業実施後の最終評価は 位置付けが曖昧な経過観察を追加対策検討(A)とすることで速やかに対策立案(P)へ移行

3．事故危険区間のフォローアップ手法改善について

事業実施後の最終評価は、位置付けが曖昧な経過観察を追加対策検討(A)とすることで速やかに対策立案(P)へ移行

「 事故データ 」 に基づく 選定区間

▼改善後の評価⼿法（案）▼

「 事故データ 」 に基づく 選定区間

▼改善前の評価⼿法▼

事故詳細分析

No

事故０件
Yes

No

中

間 ﾀｰｹﾞｯﾄ事故

事故詳細分析

No

事故０件
Yes

No

ﾀ ｹﾞｯﾄ事故

※

No

Yes

経過観察 追加対策検討

事業の緊急性No

Yes

間

評

価

ﾀ ｹ ｯﾄ事故
件数減少

※

No

Yes

事業の緊急性No

Yes

中

間

評

価

ﾀｰｹ ｯﾄ事故
件数減少

経過観察 追加対策検討

事故詳細分析

経過観察 追加対策検討

事故詳細分析
対
策

最

終

評

価No

事故0件
Yes

No

事故詳細分析

ﾀｰｹﾞｯﾄ事故最 重⼤事故

事故0件
Yes

No

事故詳細分析

ﾀｰｹﾞｯﾄ事故 重⼤事故 No

策
⽴
案(PLAN

)

へ

※

Yes

Yes

No

ﾀｰｹ ｯﾄ事故
件数減少

事故3割以上減少
事業の緊急性No

最

終

評

価

重⼤事故
件数減少and

Yes

Yes

No

ﾀｰｹ ｯﾄ事故
件数減少

事故3割以上減少

重⼤事故
件数減少and

へ

追加対策検討除外区間

※重大事故や大幅な周辺状況の変化等があった場合

Yes

Yes

追加対策検討経過観察除外区間

事業の緊急性

※重大事故や大幅な周辺状況の変化等があった場合

Yes



3．地域の声に基づく事業実施後の最終評価の改善について（その3） 17

事業実施後の最終評価は 実施後1年目以降に 定性的に評価を実施するとともに 経過観察を止め 除外区間及び追

3．事故危険区間のフォローアップ手法改善について

事 終 後 数 3年目 5年目

事業実施後の最終評価は、実施後1年目以降に、定性的に評価を実施するとともに、経過観察を止め、除外区間及び追
加対策検討の2区分に変更

▼改善前のフォローアップの流れ▼改善前のフォローアップの流れ

事業終了後年数（0年目） 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

事

最終評価

中間評価では市町村の声評価と 最終評価では市町村の声評価と事業終了後4

中間評価
経過観察

「地域の声」に
基づく選定区間
「地域の声」に
基づく選定区間

経過観察

・市町村アンケート、
パブリックコメント

・通学路緊急合同点検結果
・H25.3交通安全に

事

業

終

中間評価では市町村の声評価と
事業終了後2年間の死傷事故デ
ータによる事故状況分析

↓
状況の改善がみられていない区
間 は追加対策検討 該当 な

最終評価では市町村の声評価と事業終了後4
年間の死傷事故データによる事故状況分析

↓
評価結果は3区分

関するアンケート 了
間では追加対策検討、該当しな
い場合は経過観察

追加対策検討 経過観察 追加対策検討除外区間

事業終了後年数（0年目） 1年目以降

「地域の声」「地域の声」

▼改善後のフォローアップの流れ（案）▼改善後のフォローアップの流れ（案）

最終評価

・市町村アンケート、
パブリックコメント

事事
業業
終終

「地域の声」
に基づく選定区間
「地域の声」

に基づく選定区間
最終評価

最終評価では事業終了後に市町村の声
による評価

↓
評価結果は2区分

・通学路緊急合同点検結果
・H25.3交通安全に
関するアンケート

了了

追加対策
検討

除外区間



3．地域の声に基づく事業実施後の最終評価の改善について（その3） 18

事業実施後の最終評価は 速やかに定性評価を実施するとともに 位置付けが曖昧な経過観察を追加対策検討(A)と

3．事故危険区間のフォローアップ手法改善について

事業実施後の最終評価は、速やかに定性評価を実施するとともに、位置付けが曖昧な経過観察を追加対策検討(A)と
することで速やかに対策立案(P)へ移行

▼改善前の評価⼿法▼改善前の評価⼿法
「地域の声」に基づく選定区間「地域の声」に基づく選定区間

事故状況分析

No

「地域の声」に基づく選定区間「地域の声」に基づく選定区間

ﾀｰｹﾞｯﾄ事故事故０件
No

※

Yes

No

市町村の声評価

ﾀ ｹ ｯﾄ事故
件数減少

対策効果あり

事故０件
Yes中

間

評

価

「地域の声」に基づく選定区間「地域の声」に基づく選定区間

※

経過観察 追加対策検討

事業の緊急性
対策効果あり

Yes

No

事故状況分析

Yes

▼改善後の評価⼿法（案）▼改善後の評価⼿法（案）

「地域の声」に基づく選定区間「地域の声」に基づく選定区間

市町村の声による評価
●アンケート・パブコメ：市町村の声
●通学路緊急合同点検：学区毎の推進体制最

NoYes

No事故0件

事故状況分析

ﾀｰｹﾞｯﾄ事故
件数減少

重⼤事故
件数減少最 and

対
策
⽴
案(PL

●通学路緊急合同点検：学区毎の推進体制

No対策効果ありYes

最

終

評

価
※N

市町村の声評価

件数減少 件数減少
Yes

対策効果あり No

最

終

評

価

and

LAN
)

へ

除外区間
追加対策

検討

※

※重大事故や大幅な周辺状況の変化等があった場合

Yes
No

Yes

追加対策検討経過観察除外区間

対策効果あり 事業の緊急性
No
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1．社会資本整備重点計画と事故危険箇所抽出の経緯
4．新たな事故危険区間（案）の登録について

2020

第4次社会資本整備重点計画をうけ 新たな事故危険箇所を抽出

第６次
特定交通安全施設等

■事故多発地点（H8〜14）
• 都道府県公安委員会と道路管理者から構成される「事故多発地点対策推進委員会」を設置し、全
国⼀律の判断基準により抽出された特に緊急度の⾼い3,196箇所について重点的に対策を実施。

第4次社会資本整備重点計画をうけ、新たな事故危険箇所を抽出

整備事業五箇年計画 • 北海道内では77箇所にて対策を実施。
• 右折レーンや道路照明、中央分離帯設置などの対策実施により、死傷事故発⽣件数が約５割減少

第１次
社会資本整備重点計画

■事故危険箇所[H15.7指定]（H15〜19）
• 幹線道路の事故削減対策の科学的・集中的な実施。全国3,956箇所を指定
• 北海道内では118箇所にて対策を実施。
• 対策実施により、死傷事故発⽣件数が約３割減少

第２次
社会資本整備重点計画

■事故危険箇所[H20.12指定]（H20〜24）
• 幹線道路の事故削減対策の科学的・集中的な実施。全国3,396箇所を指定

社会資本整備重点計画 • 北海道内では91箇所にて対策を実施。

第３次 ■事故危険箇所[H25.7指定]（H25〜28）第３次
社会資本整備重点計画

• 幹線道路の事故削減対策の科学的・集中的な実施。全国3,490箇所を指定
• 北海道内では90箇所にて対策を実施。

今回

第４次
社会資本整備重点計画

■事故危険箇所（H28〜32）
• 第4次社会資本整備重点計画（H27〜32）により幹線道路において交通事故の危険性が⾼い区間
のうち交通事故削減効果が⾒込まれる箇所を選定

• 北海道内では110箇所を登録予定



2．新たな事故危険箇所の抽出基準 21

新たな事故危険箇所（第4次）の抽出基準は 以下の通り

4．新たな事故危険区間（案）の登録について

第４次 社会資本整備重点計画（H27〜H32）
約 3,500箇所

新たな事故危険箇所（第4次）の抽出基準は、以下の通り
なお、今回は、第1次～第3次に決定した旧事故危険個所と重複する箇所について、予め除いている

第３次 社会資本整備重点計画（H24〜H28）
3,490箇所

AA
基基
準準

 過去4年間（H22〜H25）における平均的な交通事故発⽣状況について、以下の
基準を満たす箇所

• 死傷事故率 100件/億台キロ以上 かつ
• 重⼤事故率 10件/億台キロ以上 かつ
• 死亡事故率 1件/億台キロ以上

AA
基基
準準

 過去4年間（H22〜H25）における平均的な交通事故発⽣状況について、以下の
基準を満たす箇所

• 死傷事故率 100件/億台キロ以上 かつ
• 重⼤事故率 10件/億台キロ以上 かつ
• 死亡事故率 1件/億台キロ以上

顕
在
的

交通事故多発
地点 ※※

⺠間企業などが公表している交通事故が多発する地点（⼀般
社団法⼈⽇本損害保険協会等）

抽出基準Aに
準じた箇所

抽出基準Aに準じる箇所のうち、交通事故が多発する恐れが多
いと認められ、緊急的、集中的な対策が必要な箇所（抽出基準
Aの3つの条件のうち1つは満たしていないが残りの2つは満たしてい

顕
在
的
な
危

抽出基準Aに
準じた箇所

抽出基準Aに準じる箇所のうち、交通事故が多発する恐れが多
いと認められ、緊急的、集中的な対策が必要な箇所（抽出基準
Aの3つの条件のうち1つは満たしていないが残りの2つは満たしてい
てかつ⾼い値を⽰している等）

統合区間 複数の区間にまたがり⼀体的に対策を実施すべき箇所で、これら 的
な
危
険
箇
所

てかつ⾼い値を⽰している等）

統合区間 複数の区間にまたがり⼀体的に対策を実施すべき箇所で、これら
の区間における事故を統合した場合に、抽出基準Aを満たす箇
所

⾃転⾞・歩⾏ 歩⾏者⾃転⾞事故率や⾼齢者事故率など 地域の交通事故
BB

危
険
箇
所

策 実 箇
の区間における事故を統合した場合に、抽出基準Aを満たす箇
所

⾃転⾞・歩⾏
者

歩⾏者⾃転⾞事故率や⾼齢者事故率など、地域の交通事故
発⽣状況等の特性に応じた指標に基づく箇所

プロ ブデ タ プロ ブデ タ等交通事故デ タ以外のデ タにより 交通事故発 BB
基基
準準

⾃転⾞・歩⾏
者

歩⾏者⾃転⾞事故率や⾼齢者事故率など、地域の交通事故
発⽣状況等の特性に応じた指標に基づく箇所

潜

ETC2.0プロー
ブ情報の急挙
動データ等 ※※

ETC2.0プローブ情報の急挙動データ（ﾋﾔﾘﾊｯﾄ）が多く発⽣して
おり、かつ現地の道路交通状況等からも交通事故発⽣の危険性
が⾼いと考えられる箇所

基基
準準 潜

在
的
な
危

プローブデータ
等

プローブデータ等交通事故データ以外のデータにより、交通事故発
⽣の危険性が⾼いと指摘される箇所

ヒヤリ・総点検 ヒヤリハットアンケート、交通安全総点検もしくは道路利⽤者アンケ
ート等において、危険性が指摘されている箇所

道路構造上問 急カーブや急な縦断勾配、狭隘な幅員・路肩等、道路構造上危 潜
在
的
な
危
険
箇
所

ヒヤリ・総点検 ヒヤリハットアンケート、交通安全総点検もしくは道路利⽤者アンケ
ート等において、危険性が指摘されている箇所

道路構造上問
題有り

急カーブや急な縦断勾配、狭隘な幅員・路肩等、道路構造上危
険性が⾼い箇所

交通量増加 前後区間で実施される道路の新設や改築等により 交通量の増

危
険
箇
所

題有り 険性が⾼い箇所

交通量増加 前後区間で実施される道路の新設や改築等により、交通量の増
加が⾒込まれる箇所

通学路対策必
要箇所

通学路の合同点検における対策必要箇所に該当する箇所
所 交通量増加 前後区間で実施される道路の新設や改築等により、交通量の増

加が⾒込まれる箇所

通学路対策必
要箇所

通学路の合同点検における対策必要箇所に該当する箇所

要箇所

※※ 第4次で追加となった指標



2．新たな事故危険箇所の抽出イメージ 22

4．新たな事故危険区間（案）の登録について

抽出基準Ｂ抽出基準Ｂ

【死傷事故率】 交通事故
多発地点

ヒヤリ・
総点検

抽出基準Ｂ抽出基準Ｂ

【死傷事故率】
100件/億台キロ以上

多発地点

ETC2.0
プロ ブ情報の

総点検

抽出基準Ａ抽出基準Ａ
に準じたに準じた

統合区間

抽出基準Ａ抽出基準Ａ
に準じたに準じた

プローブ情報の
急挙動データ等

通学路対策
必要箇所

抽出基準抽出基準
AA

に準じたに準じた
箇所箇所

に準じたに準じた
箇所箇所

必要箇所

【重⼤事故率】
10件/億台キロ以上

【死亡事故率】
1件/億台キロ以上

抽出基準Ａ抽出基準Ａ
に準じたに準じた

交通量増加

10件/億台キロ以上1件/億台キロ以上

⾃転⾞・
歩⾏者

に準じたに準じた
箇所箇所道路構造上

問題有り
歩⾏者

※顕在的及び潜在的危険箇所における各指標の重なりは複数パターンが存在するため、本⾴では⼀例を⽰している
潜在的危険箇所顕在的危険箇所



3．新たな事故危険箇所の抽出結果 23

新たな抽出基準に基づく事故危険箇所（案）は、北海道内で110箇所を抽出

4．新たな事故危険区間（案）の登録について

新たな抽出基準に基づく事故危険箇所（案）は、北海道内で110箇所を抽出
北海道の事故危険箇所（案）110箇所のうち、Ｈ22及びＨ25選定の事故危険区間と重複しない104箇所を新たに事故危

険区間に追加予定

抽出基準Bによる
事故危険区間追加予定箇所の内訳

▼北海道の事故危険箇所（案）（Ｈ▼北海道の事故危険箇所（案）（Ｈ2828〜Ｈ〜Ｈ3232）） ▼抽出基準▼抽出基準BBによる事故危険区間による事故危険区間
追加予定箇所の内訳（参考）追加予定箇所の内訳（参考）

抽出基準Ａ 抽出基準Ｂ 計

事故危険箇所数

交
通
事
故
多
発

基
準
Ａ
に
準
じ

区
間
統
合

自
転
車
・
高
齢

E
T
C
2
.
0

情
報
の
急
挙
動

ヒ
ヤ
リ
・
総
点

道
路
構
造
上
問

交
通
量
増
加

通
学
路
対
策
必

顕在的な危険箇所 潜在的な危険箇所
抽出基準Ａ 抽出基準Ｂ 計

北海道開発局 32（4） 37 69（4）

北海道 16（1） 16（1） 32（2）

札幌市 6 3 9 発
地
点

じ
た
箇
所

齢
者

0
プ
ロ
ー

ブ

動
デ
ー

タ

点
検

問
題
有
り

必
要
箇
所

北海道開発局 8 26 0 2 10 3 10 0 1

※（ ）内の数字は、Ｈ22選定及びＨ25選定の事故危険区間と重複する箇所数

札幌市 6 3 9

計 54 56 110（6）

北海道 0 14 1 0 0 1 1 0 0

札幌市 0 2 0 0 0 1 1 0 0

計 8 42 1 2 10 5 12 0 1

※複数該当の場合あり
抽出基準Ａ 抽出基準Ｂ 計

事故危険区間への追加予定箇所数

抽出基準Ａ 抽出基準Ｂ 計

北海道開発局 28 37 65

北海道 15 15 30

札幌市 6 3 9札幌市 6 3 9

計 49 55 104
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1．我が国における身近な場所での交通事故の現状(1/2)
5．生活道路の対策エリア登録について

25

我が国は自動車乗車中死者が先進国最小である一方 歩行中自転車乗車中事故死者は最多

▼我が国における⾝近な場所での交通事故の現状

我が国は自動車乗車中死者が先進国最小である一方、歩行中自転車乗車中事故死者は最多
交通事故死者数のうち約半数が歩行中・自転車乗車中に発生しており、うち約半数が自宅から500m以内の身近な場所

で発生

資料：基本政策部会資料（H27.4.8）



1．我が国における身近な場所での交通事故の現状(2/2)
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北海道内交通事故死者数（H25）のうち約4割の68人が 歩行中・自転車乗車中に発生

▼北海道内の交通事故死者数（H25）の内訳 【事故発⽣箇所の⾃宅からの距離】

北海道内交通事故死者数（H25）のうち約4割の68人が、歩行中・自転車乗車中に発生
そのうち、約6割が、自宅から500m以内の身近な場所で発生
全国と比べ、北海道は歩行中・自転車乗車中事故少なく、身近な場所での事故が多い傾向

2km超過

18% 約6割が⾃宅から
500m以内の⾝近な

場所で発⽣

歩行中

55

（30%）
歩行中

約4割が歩⾏中・⾃
転⾞乗⾞中に発⽣

500m以内

約6割

60%1km以下

12%

2km以下

10%

場所で発⽣

自転車

乗車中

13

（7%）

3

（2%）

95

（52%）

自転車乗車中

原付乗車中

二輪車乗車中

自動車乗車中

歩
行
中
・
自
転

12%

資料：交通事故データ（ITARDA）（平成25年データ）

▼（参考）交通事故死者数（H25）の内訳の全国⽐較 【（参考）事故発⽣箇所の⾃宅からの距離の全国⽐較】
資料：交通事故データ（ITARDA）（平成25年データ）

※歩⾏中・⾃転⾞乗⾞中の事故を対象

（7%）
（2%）

18

（10%）

転
車
乗
車
中

500m以内 1km以下 2km以下 2km超過凡例歩行中 自転車乗車中 原付乗車中 二輪車乗車中 自動車乗車中凡例

中
の
事
故
に
着

50% 16% 11% 23%全国

北海道は全国と⽐べ⾝近な場
所での事故が多い傾向

36% 14% 7% 11% 32%全国

北海道は全国と⽐べ歩⾏中・⾃
転⾞乗⾞中事故が少ない傾向

着
目

60% 12% 10% 18%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

資料：交通事故データ（ITARDA）（平成25年データ）
※歩⾏中・⾃転⾞乗⾞中の事故を対象

30% 7% 2% 10% 52%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

資料：交通事故データ（ITARDA）（平成25年データ）



2．道路の機能分化と生活道路の安全の推進
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幹線道路等整備の進展により自動車交通を安全性の高い道路へ転換し 交通事故を削減できる状況になった今 機能幹線道路等整備の進展により自動車交通を安全性の高い道路へ転換し、交通事故を削減できる状況になった今、機能
分化を進め「暮らしの道（生活道路）」を歩行者中心とすることが可能に

資料：第53回基本政策部会資料（H27.12.14）



3．生活道路の対策エリアの登録と地域協働による推進体制の構築
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28

生活道路において 進入抑制・速度低減による安全対策を重点的に推進するエリアを 今年度中に登録予定生活道路において、進入抑制・速度低減による安全対策を重点的に推進するエリアを、今年度中に登録予定
その際に、通学路の交通安全確保の推進体制等を活用し、地域が協働して生活道路の安全対策を推進するための体

制を構築予定

資料：第53回基本政策部会資料（H27.12.14）



4．技術的助言を行う仕組みの構築（1/2）
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今年度中に 市町村からの要請に応じ 国や有識者等が技術的助言のできる仕組みを構築予定今年度中に、市町村からの要請に応じ、国や有識者等が技術的助言のできる仕組みを構築予定

資料：第53回基本政策部会資料（H27.12.14）



4．技術的助言を行う仕組みの構築（2/2）
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▼交通安全診断制度のイメージ（案）▼交通安全診断制度のイメージ（案） ▼交通安全診断制度の運⽤⽅法（案）▼交通安全診断制度の運⽤⽅法（案）

北海道交通事故北海道交通事故
対策検討委員会対策検討委員会

市町村市町村
((⽣活道路管理者⽣活道路管理者))

要請要請
交通安全診断員交通安全診断員 市町村（⽣活道路管理者）市町村（⽣活道路管理者）

交通安交通安全事業の流れ全事業の流れ診断員の役割・診断項⽬等診断員の役割・診断項⽬等

１.対策が必要なエリアの抽出診断① 対策が必要なエリアの確認
要請要請
助⾔助⾔

交通安全診断員（交通安全診断員（33〜〜55名）名）

助⾔助⾔
２.整備優先度の検討
（複数エリアがある場合）

診断② 整備優先順位の確認
（複数エリアがある場合）

３.合意形成⼿法の計画・⽴案診断③ 合意形成に対する助⾔や確認

助⾔助⾔
要請要請
助⾔助⾔

要請要請

※必要に応じて

学識経験者学識経験者

交通安全交通安全
事事業経験者業経験者

直轄事務所直轄事務所
職員職員

３.合意形成⼿法の計画 ⽴案
（住⺠参加型の現地調査の実施）

診断③ 合意形成に対する助⾔や確認
・合意形成⼿法、広報⼿段・内容の助⾔
及び確認

４.危険要因分析、対策⽴案(設計含む)
、住⺠参加型現地調査

診断④ 危険要因分析の確認、対策の⽅向性・内容
の確認
策必 整 確

助⾔助⾔

要請要請
助⾔助⾔事事業経験者業経験者 職員職員 などなど

連携連携

通学路推進体制（学区毎）通学路推進体制（学区毎）

・対策必要エリアの問題・課題整理の確認
（通り抜け⾞両、⾼速⾛⾏、歩⾞混合幅員など）
・危険要因の把握結果の妥当性確認
・住⺠参加型現地調査結果の確認
・対策の⽅向性、選定⽅法の確認
・対策効果の検証⽅法の確認
改善点の提⽰

助⾔助⾔

通学路推進体制（学区毎）通学路推進体制（学区毎）
 ⾃治体教育委員会⾃治体教育委員会
 道道路管理者路管理者
 警察警察署署 等等

・改善点の提⽰
（対策案の詳細検討や図⾯作成は⾏わない）

５.合意形成⼿法の確認
（住⺠説明会の実施）

診断⑤ 合意形成に対する助⾔や確認
・合意形成⼿法、広報⼿段・内容の助⾔
及び確認

要請要請
助⾔助⾔

※必要に応じて

 国、⾃治体、有識者等によるチーム（交通安全診断員）を構国、⾃治体、有識者等によるチーム（交通安全診断員）を構
成し、市町村等と連携して要対策エリアの設定範囲の確認から成し、市町村等と連携して要対策エリアの設定範囲の確認から
対策効果検証結果の妥当性の確認までの診断を⾏う役割を対策効果検証結果の妥当性の確認までの診断を⾏う役割を

■国と⾃治体の関係性■国と⾃治体の関係性 ６.対策決定

７.⼯事・施⼯

及び確認

果たす果たす
 診断診断にあたっては、国で所有するビッグデータを活⽤し、対策のにあたっては、国で所有するビッグデータを活⽤し、対策の

必要なエリアに対し、⽀援を⾏う必要なエリアに対し、⽀援を⾏う

８.供⽤

９.整備効果検証診断⑥ 対策効果の確認
要請要請
助⾔助⾔

※必ずしも各段階を⼀連で⾏わなくて良いが、診断④、⑥は必ず実施



5．「生活道路の新仕様」の標準化
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物理的デバイス等検討委員会において 凸部（ハンプ） 狭さく 生活道路用防護柵やライジングボラ ド等の構造につ物理的デバイス等検討委員会において、凸部（ハンプ）、狭さく、生活道路用防護柵やライジングボラード等の構造につ
いて検討中

今年度中に、技術基準や事例集等をとりまとめる予定

資料：第53回基本政策部会資料（H27.12.14）



6．生活道路の対策エリア登録～対策・評価実施までの流れ
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生活道路の対策エリア登録に向け 現在 対策エリア候補地の抽出を実施中生活道路の対策エリア登録に向け、現在、対策エリア候補地の抽出を実施中
今後、国交省において対策エリア登録を実施し、来年度以降は、対策エリアの計画策定～対策実施を予定

▼⽣活道路における交通安全対策の進め⽅▼⽣活道路における交通安全対策の進め⽅
自治体 北海道交通事故対策検討委員会 国交省（ 北海道開発局）

メ ッ シュデータ等の登録 メ ッ シュデータの受取 　 道内各市町村へ提供 市町村道の死傷事故に関するメ ッ シュデータ等を提供

対策 登録 依頼 依頼 受 道内各市 村 提供 ゾ 対策や 間対策 実施予定 域 登録を依頼

１ 月

対策エリ アの登録の依頼 依頼の受取 道内各市町村へ提供 ゾーン対策や区間対策の実施予定区域の登録を依頼

対策エリ アの候補地の抽出

・ ゾーン対策として実施しよう とする場合には、 ゾーン

30が指定されている区域又は指定が検討されている区

域と整合

・ 個別の抜け道等 区間対策として実施しよう とする場

１ 月

１ 月

～

現在

・ 個別の抜け道等、 区間対策として実施しよう とする場

合には、 市町村が、 地域の実情を踏まえて設定

対策エリ アの登録

・ 関係機関※1と協議を実施し 、 合意を得た後、 対策エ

リ アを登録申請

・ 登録にあたり 、 道路管理者が実施する交通安全対策を

継続的に進めるため 地域協働の推進体制※2を構築

対策エリ アの登録

２ 月

2月29日 対策エリ アの登録 継続的に進めるため、 地域協働の推進体制※2を構築

※1　 道路管理者、 北海道警察

※2　 通学路の交通安全確保の推進体制やゾーン30にお

ける協議会等の体制を活用

対策 計画策定

・ 計画を策定 　 ・ 対策エリ アのETC2.0による経路情報、 速度情報
・ 対策エリ アのETC2.0による経路情報、 速度情報

2月29日

４ 月

～ 対策エリ アの計画策定 ・ 必要に応じて、 対策エリ アにおける技術的支援

　 を要請

　 の提供

　 ・ 現地診断を行い得る有識者等の斡旋

対策 リ アのETC2.0による経路情報、 速度情報

　 　 の提供

対策の実施 ・ 対策を実施

・ 対策エリ アのETC2 0による効果分析結果の提供

計
画
の
見
直
し

～

評価の実施 ・ 評価を実施 　 ・ 対策したエリ アの市町村へ提供

・ 対策エリ アのETC2.0による効果分析結果の提供

　 ・ 市町村道の死傷事故に関するメ ッ シュデータ等

　 　 を提供



7．市町村道における事故発生状況（平成26年）
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北海道内の市町村道における事故発生状況について 500mメッシュ単位で集計北海道内の市町村道における事故発生状況について、500mメッシュ単位で集計
主に札幌など道内の主要な都市圏において、死傷事故率が全道平均以上、全道平均の3倍以上のメッシュが集中

稚内

旭川
北見

札幌

旭川

釧路札幌 釧路

帯広

室蘭

函館

室蘭

苫小牧



8．対策エリアの登録イメージ
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対策エリア登録では 対策エリア箇所図及び 対策エリア調書を作成対策エリア登録では、対策エリア箇所図及び、対策エリア調書を作成

▼対策エリア箇所図イメージ ▼対策エリア調書の整理内容

整理項⽬整理項⽬

都道府県名都道府県名 ・○○県

市町村市町村 ・○○市

地区名地区名 ・○○地区

想定する対策想定する対策 ・区間対策
・ゾーン対策

関係機関との関係機関との
調整状況調整状況

・登録に際して事前に協議・調整
を⾏った⾏った機関名等と年⽉

保育園

⽇

地域協働の推地域協働の推
進体制構成メ進体制構成メ
ンバー（案）ンバー（案）

・通学路推進体制等の既存組
織を活⽤する場合は、組織名称
も併せて記載

■■小学校

対策エリア

100m

対策エリア

通学路

ゾーン３０
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第8回北海道交通事故対策検討委員会

報告

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism



1．今後の予定について
6．今後の予定
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平成27年度

第8回
 事故危険区間の試⾏評価結果の報告
 事故危険区間のフォローアップ⼿法変更に関する審議

平成27年度

委員会

（本日）

 事故危険区間のフォロ アップ⼿法変更に関する審議
 新たな事故危険箇所（案）の登録について報告
 ⽣活道路の対策エリア登録について報告 等

 事故危険区間の追加登録に関する審議

平成28年度－夏頃

第9回

委員会

事故危険区間の追加登録に関する審議
 事後評価リストの除外区間の報告
 ⽣活道路の対策エリアの計画策定について報告 等

第10回

平成28年度－年度末

第10回

委員会
 事後評価リストの評価結果の報告 等


